（別紙様式第３号）
令和　年　月　日
令和７年度大径材の加工・利用等の技術開発・普及に係る課題提案書
林野庁長官　殿
　　　　　　　　　　　　　提案者　　　 住　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　標記について、下記のとおり関係書類を添えて提案します。
記
１　提案者の概要
２　事業の概要
３　事業を実施するための必要な経費
４　同種事業の経験・実績等
５　応募要件の確認
６　環境負荷低減の取組に関するチェックシート
７　定款、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書、パンフレット、補助事業実行体制図等
 １　提案者の概要
	団体等の名称
	
	設立年月日
	

	代表者
	
	資本金
	

	職員数
	

	所在地

	住　所
	〒

	
	ＴＥＬ

	
	Ｅ-mail
(補助事業担当者のもの)
	

	主な業務内容

	

	本事業の実施
体制

	専門的技術者の配置

	資格名
	

	
	
	有資格者数
	        　　　　人

	
	事業担当予定者名
	

	
	経理担当者の配置

	経理担当者
	　

	
	
	経理規程等の有無
	有・無

	 直近３年間分の財務データ

	
	売上高（千円）
	経常利益（千円）
	自己資本（千円）

	年度
	
	
	

	年度
	
	
	

	年度
	
	
	


注１：事業担当予定者名は事業担当予定者全てを記入するとともに、責任者を明記してください。
  ２：事業担当予定者が課題提案書を提出する際に未確定の場合には、ほか○名と記入し、未確定者の調達方法を明記してください。（例：臨時雇用○名を予定）
２　事業の概要
	(１)事業タイトル

	事業の内容を踏まえてご記入ください。


	(２)事業計画（事業の目的達成のための手法等を併せて記載）

	・事業実施期間全体に係る計画を記載してください。なお、事業期間が複数年にわたる場合は、今年度の1年間で事業計画をどの程度まで達成できるのかについても記述してください。
・事業計画に併せて、成果をいかに網羅的に活用できるよう取りまとめるのかについて、具体的に記述してください。


	(３)提案課題の長期見通し【事業のロードマップ】

	・過去の事業や今後の予定事業を通じて一連の取組を計画しているものについては、全体の計画を記載してください。その際、助成事業の活用を想定している部分や各年度で予定している成果が分かるように記載してください。必要に応じて図表等を用いても構いません。
・複数年度にわたる取組を予定している場合であっても、翌年度以降の採択を保証するものではございません。


	(４)事業効果（事業実施によって得られる効果を記載）

	上記、事業計画を達成するとどの様な効果が得られるのか具体的かつ、可能な限り定量的に記述してください。



事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	実施項目
	事業内容
	金額
	備考

	ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業
	大径材の加工・利用等の技術開発・普及
ア　検討委員会の開催等
イ　製品・技術の試験及び分析
ウ　技術の普及活動の実施
エ　事業報告書の作成及び成果の普及

	○○円

	


注１：備考欄には、積算内訳を記載してください。なお、積算内訳の作成に当たっては、補助対象経費に留意してください。
　２：積算内訳については、別途詳細な内訳を提出していただくことがあります。
３：人件費の算定については別紙２「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」を参照してください。
３　事業を実施するための必要な経費
　経費の配分
	事業種目

	事業費
（Ａ）＋（Ｂ）
	経費の内訳
	摘要


	
	
	国庫補助金（Ａ）
	自己負担金（Ｂ）
	

	大径材の加工・利用等の技術開発・普及
（記入例）
委員会開催経費
○○経費
事業報告書の作成及び成果の普及に係る経費
　　　　

	　　　　○○円
○○円
○○円

	         ○○円
○○円
○○円

	       　○○円
○○円
○○円

	  技術者給
○○円
　謝金
○○円
　旅費
○○円
技術者給
○○円
　謝金
○○円
　旅費
○○円
技術者給
○○円
　謝金
○○円
　旅費
○○円


	計

	〇〇円

	〇〇円

	〇〇円

	


注１：摘要欄には、積算内訳を記載してください。なお、積算内訳の作成に当たっては、補助対象経費に留意してください。
　２：積算内訳については、別途詳細な内訳を提出していただくことがあります。
　３：人件費の算定については別紙２「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」を参照してください。
４　同種事業の経験・実績等
	事業の名称
	

	実施年度
	

	応募先機関
	

	助成の金額
	

	事業の内容
	

	事業の成果
	


	事業の名称
	

	実施年度
	

	応募先機関
	

	助成の金額
	

	事業の内容
	

	事業の成果
	


	事業の名称
	

	実施年度
	

	応募先機関
	

	助成の金額
	

	事業の内容
	

	事業の成果
	


５　応募要件の確認
以下の要件に該当する場合には、「□」欄にチェックを付すこと。
· 暴力団員が実質的に経営を支配する団体又はこれに準ずるもの（本事業の公募要領の別紙１）ではない。
· 本事業の公募要領11の（５）「提出にあたっての注意事項」及び15「事業実施主体に係る責務等」に記載された内容を読み理解した。
６　環境負荷低減の取組に関するチェックシート
別紙様式第３号（別添）のとおり。
	 以下、適宜追加してください。


７　定款、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書、パンフレット、補助事業実行体制図等
別添のとおり
別紙様式第３号（別添）
環境負荷低減の取組に関するチェックシート
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名　　　　　　　　
以下の環境負荷低減の取組を実施します。
	項目番号
	環境負荷低減に向けた取組
	チェック欄

	
	
	実施する
	該当なし

	（１）適正な施肥

	①
	
	※農産物等の調達を行う場合
環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討
	□
	□

	（２）適正な防除

	②
	
	※農産物等の調達を行う場合
環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討（再掲）
	□
	□

	（３）エネルギーの節減

	③
	
	オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努める
	□
	－

	④
	
	省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと（照明、空調、ウォームビズ・クールビス、燃費効率のよい機械の利用等）を検討
	□
	－

	⑤
	
	環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討
	□
	－

	（４）悪臭及び害虫の発生防止

	⑥
	
	※肥料・飼料等の製造を行う場合
悪臭・害虫の発生防止・低減に努める
	□
	□

	（５）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分

	⑦
	
	プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理
	□
	－

	⑧
	
	資源の再利用を検討
	□
	－

	（６）生物多様性への悪影響の防止

	⑨
	
	※生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合
生物多様性に配慮した事業実施に努める
	□
	□

	⑩
	
	※特定事業場である場合
排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守
	□
	□

	（７）環境関係法令の遵守等

	⑪
	
	みどりの食料システム戦略の理解
	□
	－

	⑫
	
	関係法令の遵守
	□
	－

	⑬
	
	環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める
	□
	－

	⑭
	
	※機械等を扱う事業者である場合
機械等の適切な整備と管理に努める
	□
	□

	⑮
	
	正しい知識に基づく作業安全に努める
	□
	－


（注）　上表に記載された取組について、事業実施期間中に実施する旨をチェックしてください。※が記載されている項目では、実施する事業で該当しない場合、該当しない旨にチェックすることができます。
なお、すべての項目においてチェックが確認されない場合、本事業の応募要件に該当しません。
